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平成 18 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要          平成 17 年 11 月 16 日 
 

会 社 名        株式会社テレビ東京 上場取引所  東証第１部 
コ ー ド 番 号 ９４１１ 本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.tv-tokyo.co.jp/ ）  
代 表 者        役職名 代表取締役社長    氏名 菅谷 定彦 
問合せ先責任者        役職名 経理局長   氏名 髙島 政明       ＴＥＬ (03)3432－1212  
決算取締役会開催日 平成 17 年 11 月 16 日            中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日  平成 17 年 12 月  9 日           単元株制度採用の有無            有(１単元 100 株)  
 
１． 17 年 9 月中間期の業績(平成 17 年 4月１日～平成 17 年 9月 30 日) 
(1) 経営成績                                  （百万円未満切捨） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

53,505   △0.8
53,941    11.2

2,730     5.9
2,578    91.2

3,056    13.3
2,698    49.0

17 年 3 月期 106,775        4,365        4,532        
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

 1,948    21.9
1,597    49.5

94    37 
82    92 

17 年 3 月期 2,583        126    41 

 
 

 (注)①期中平均株式数  17年 9月中間期   20,644,900株   16年 9月中間期  19,267,951株  
 17年 3月期       19,954,524株 

    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
(2)配当状況 

 １株当たり 
中間配当金 

１株当たり 
年間配当金 

 

 円   銭 円   銭

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

12 50 
 7 50 

――――― 
――――― 

 

17 年 3 月期 ―――――           30   00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

17 年 9 月中間期 
16 年 9 月中間期 

77,216 
73,290 

42,559
39,769

55.1 
54.3 

2,061    49
1,926    37

17 年 3 月期 76,647 40,961 53.4 1,981    15
 (注)①期末発行済株式数17年 9月中間期  20,644,900株  16年 9月中間期  20,644,900株 

17年 3月期      20,644,900株 
②期末自己株式数  17年 9月中間期        100株   16年 9月中間期 100株 

17年 3月期 100株 
 
２． 18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4月 1日～平成 18 年 3月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

期末  

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭

通 期 107,700  5,100 3,000 12   50 25  00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 145 円 31 銭 
※ 上記の予想は本資料の作成時点において入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、不確定な要素を含んでお
ります。実際の業績は、業況の変化等により上記数値と異なる場合があります。なお、上記業績予想に関する事項
については添付資料の 10 ページをご参照ください。 

http://www.tv-tokyo.co.jp/
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中間財務諸表等 

(1) 中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金   8,194 10,996  10,908

２ 受取手形   2,429 2,287  2,503

３ 売掛金   17,156 17,595  17,378

４ たな卸資産   10,500 11,612  10,948

５ その他   1,192 1,270  1,301

貸倒引当金   △  47 △  32  △  32

流動資産合計   39,425 53.8 43,729 56.6  43,008 56.1

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1) 建物   7,220 7,107  7,233

(2) 機械及び装置   4,805 3,825  4,253

(3) 土地   4,286 4,286  4,286

(4) 建設仮勘定   172 112  126

(5) その他   662 689  746

有形固定資産合計   17,147 23.4 16,022 20.8  16,646 21.7

２ 無形固定資産   1,646 2.2 1,516 2.0  1,495 2.0

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   6,640 7,645  7,276

(2) 関係会社株式   1,193 1,500  1,212

(3) その他   7,236 6,809  7,010

貸倒引当金   △  0 △  7  △  0

投資その他の資産 
合計 

  15,070 20.6 15,947 20.6  15,498 20.2

固定資産合計   33,864 46.2 33,487 43.4  33,639 43.9

資産合計   73,290 100.0 77,216 100.0  76,647 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形   2 0  4

２ 買掛金   3,020 3,509  3,535

３ 短期借入金   977 977  977

４ 一年以内償還予定 
  社債 

  1,000 3,900  ―

５ 未払費用   7,350 8,766  8,109

６ 未払法人税等   1,138 870  1,370

７ その他 ※３  5,686 8,307  7,671

流動負債合計   19,176 26.2 26,331 34.1  21,668 28.3

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   3,900 ―  3,900

２ 長期借入金   4,443 3,666  4,054

３ 退職給付引当金   5,699 2,907  5,708

４ 役員退職慰労引当金   170 218  208

５ 長期未払金   ― 1,271  ―

６ その他   130 262  145

固定負債合計   14,343 19.5 8,326 10.8  14,017 18.3

負債合計   33,520 45.7 34,657 44.9  35,686 46.6

    

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   8,910 12.2 8,910 11.5  8,910 11.6

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金   8,684 8,684  8,684

資本剰余金合計   8,684 11.8 8,684 11.3  8,684 11.3

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金   410 410  410

２ 任意積立金   18,100 19,100  18,100

３ 中間(当期)未処分 
  利益 

  3,100 4,354  3,931

利益剰余金合計   21,610 29.5 23,864 30.9  22,441 29.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  563 0.8 1,099 1.4  924 1.2

Ⅴ 自己株式   △  0 △0.0 △  0 △0.0  △  0 △0.0

資本合計   39,769 54.3 42,559 55.1  40,961 53.4

負債資本合計   73,290 100.0 77,216 100.0  76,647 100.0
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② 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   53,941 100.0 53,505 100.0  106,775 100.0

Ⅱ 売上原価   37,185 68.9 36,351 67.9  73,791 69.1

売上総利益   16,756 31.1 17,153 32.1  32,984 30.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費   14,177 26.3 14,422 27.0  28,618 26.8

営業利益   2,578 4.8 2,730 5.1  4,365 4.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  405 0.7 549 1.0  639 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  286 0.5 223 0.4  473 0.5

経常利益   2,698 5.0 3,056 5.7  4,532 4.2

税引前中間(当期) 
純利益 

  2,698 5.0 3,056 5.7  4,532 4.2

法人税、住民税 
及び事業税 

  1,060 1.9 819 1.5  1,880 1.7

法人税等調整額   40 0.1 289 0.6  68 0.1

中間(当期)純利益   1,597 3.0 1,948 3.6  2,583 2.4

前期繰越利益   1,503 2,406  1,503

中間配当額   － －  154

中間(当期)未処分 
利益 

  3,100 4,354  3,931
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    移動平均法による原価法に

よっております。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの：中間決算

日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定)によって

おります。 

    時価のないもの：移動平均

法による原価法によって

おります。 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの： 

同左 

 

 

 

 

 

    時価のないもの： 

同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの：決算日の

市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)によっておりま

す。 

    時価のないもの： 

同左 

 (2) たな卸資産 

  ① 制作勘定 

    個別法による原価法によっ

ております。 

 (2) たな卸資産 

  ① 制作勘定 

同左 

 (2) たな卸資産 

  ① 制作勘定 

同左 

  ② 貯蔵品 

    先入先出法による原価法に

よっております。 

  ② 貯蔵品 

同左 

  ② 貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を

除く)については、定額法によっ

ております。 

   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によってお

ります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

   なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 

新株発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。 

３ 繰延資産の処理方法 

――――― 

 

３ 繰延資産の処理方法 

新株発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。 

   なお、数理計算上の差異につ

いては、発生年度において一括

して処理することとしておりま

す。 

 (2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、発生年度において一括

して処理することとしており

ます。また過去勤務債務につい

ては、発生年度よりその発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数（10年）による

定額法により処理することと

しております。 

 

 (2) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、発生年度において一括

して処理することとしており

ます。また過去勤務債務につい

ては、発生年度よりその発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定年数（10年）による

定額法により処理することと

しております。 

（追加情報） 

   平成17年４月１日に退職一時

金制度の一部について確定拠出

年金制度へ移行しております。

これに係る退職給付債務の差額

38百万円については、「退職給

付制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指針

第一号）及び「退職給付制度間

の移行等の会計処理に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告

第２号）に基づき、当期におい

て一括して費用処理しておりま

す。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払いに

備えるため、内規に基づく中間

会計期間末要支給額を計上して

おります。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支払いに

備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 

 ①ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特

例処理の要件を満たしておりま

すので、特例処理を採用してお

ります。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段；金利スワップ 

ヘッジ対象：借入金利息 

 ③ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップを行

っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っております。 

６ ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

同左 

７ 消費税等の処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

７ 消費税等の処理方法 

同左 

７ 消費税等の処理方法 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年8月9日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成

15年10月31日 企業会計基準適用指

針第6号）を当中間会計期間から適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       16,317百万円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額        18,092百万円

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       17,315百万円

 ２ 偶発債務 

   ㈱放送衛星システムの銀行借

入金に対する保証債務が1,945

百万円あります。 

 

 ２ 偶発債務 

   ㈱放送衛星システムの銀行借

入 金 に 対 す る 保 証 債 務 が

1,639百万円あります。 

 

 ２ 偶発債務 

   ㈱放送衛星システムの銀行借

入 金 に 対 す る 保 証 債 務 が

1,792百万円あります。 

 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺の上、流動負債「その

他」に含めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３    ――――― 

 

 
 

 

 (中間損益計算書関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 3百万円

受取配当金 183百万円

  

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 3百万円

受取配当金 350百万円

  

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 12百万円

受取配当金 195百万円

  

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 58百万円

社債利息 73百万円

  

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 52百万円

社債利息 58百万円

  

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 112百万円

社債利息 145百万円

  

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,060百万円

無形固定資産 181百万円
 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 881百万円

無形固定資産 193百万円
 

 ３ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,192百万円

無形固定資産 369百万円
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(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

機械 
及び装置 

5,096 2,356 2,740 

その他 449 361 87 

合計 5,545 2,717 2,827 

  

 
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

中間期末
残高 
相当額
(百万円)

機械 
及び装置 

2,901 1,257 1,643

その他 491 159 332

合計 3,392 1,417 1,975

  

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額
(百万円)

機械 
及び装置 

5,096 2,764 2,332

その他 466 382 83

合計 5,562 3,147 2,415

  

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 894百万円

１年超 1,957百万円

合計 2,851百万円

  

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 542百万円

１年超 1,455百万円

合計 1,997百万円

  

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 720百万円

１年超 1,719百万円

合計 2,440百万円

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 470百万円

減価償却費 
相当額 

447百万円

支払利息相当額 26百万円

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 474百万円

減価償却費 
相当額 

451百万円

支払利息相当額 20百万円

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 945百万円

減価償却費 
相当額 

900百万円

支払利息相当額 50百万円

  

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

 利息相当額の算定方法 

同左 

 利息相当額の算定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

 

 (2) その他 

該当事項はありません。 
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売 上 高 の 内 訳 

                                                                            (単位：百万円) 

前 中 間 期 

自 平成16 年 4 月  1 日 

至 平成16 年 9 月 30 日 

当 中 間 期 

自 平成17 年 4 月  1 日 

至 平成17 年 9 月 30 日 
科        目 

金    額 構成比 金    額 構成比

前 期 比 

増減金額 

対前期 

増減率 

  ％  ％  ％

タ イ ム 収 入 31,008 57.5 30,255 56.5 △ 753 △ 2.4 

ス ポ ッ ト 収 入 13,534 25.1 14,097 26.3 562 4.2 

（ 小 計 ） (44,543) (82.6) (44,352) (82.9) (△ 190) (△ 0.4) 

番 組 販 売 収 入 3,563 6.6 3,795 7.1 231 6.5 

Ｂ Ｓ 収 入 923 1.7 873 1.6 △  49 △ 5.4 

放送事業収入合計 49,030 90.9 49,021 91.6 △   8 0.0 

ソフトライツ収入 4,110 7.6 4,034 7.5 △  76 △ 1.9 

イ ベ ン ト 収 入 680 1.3 395 0.7 △ 285 △41.9 

そ の 他 の 収 入 121 0.2 55 0.1 △  65 △54.3 

その他事業収入合計 4,911 9.1 4,484 8.4 △ 427 △ 8.7 

合 計 53,941 100.0 53,505 100.0 △ 436 △ 0.8 

 

 
 


	中間財務諸表等
	(1) 中間財務諸表
	①　中間貸借対照表
	 ②　中間損益計算書

	 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
	 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
	 注記事項
	(中間貸借対照表関係)
	 (中間損益計算書関係)
	 
	 (リース取引関係)

	 (2) その他


